
内部統制上、会社の実印に相当する「代表者」の電子証明書ではなく、担当者の印に相当する「組織社員」の電子証明
書で電子申告や申請を行うことを社内ルールとする場合、e-TaxやeLTAXでは、原則として「代表者」の電子証明書が必
要とされているため、「代表者」の委任状を電子申告の都度添付する手間が増えるという課題がありました。

「代表者」が委任した代理権が記録される「電子委任状付きの電子証明書」であれば、委任状を別途添付する必要が無
くなり簡単・便利に電子申告が行えます。

※１枚の電子証明書に、e-TaxとeLTAX両方の代理権を記録することができます。
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e-Gov電子申請システム

・社会保険（日本年金機構）関係手続き

・労働保険（労働基準監督署）関係手続き

・雇用保険（ハローワーク）関係手続き　等

e-Tax（イータックス）／以下のうち、委任を受けた項目
[1]法人税 [2]消費税 [3]源泉所得税 [4]間接諸税 [5]酒税 [6]法定調書 [7]電子帳簿保存法 [8]国際関係 
[9]納税・納税証明 [10]審査請求

eLTAX（エルタックス）／以下のうち、委任を受けた項目
[1]法人都道府県民税、法人事業税、特別法人事業税（地方法人特別税） [2]法人市町村民税 [3]固定資産
税（償却資産） [4]個人住民税（特別徴収分） [5]事業所税 [6]都道府県民税（利子割） [7]都道府県民税（配当
割） [8]都道府県民税（株式等譲渡所得割） [9]不動産取得税 [10]都道府県たばこ税  [11]市区町村たばこ
税 [12]ゴルフ場利用税 [13]入湯税 [14]宿泊税 [15]軽油引取税 [16]自動車税（環境性能割） [17]自動車税

（種別割） [18]鉱区税 [19]固定資産税・都市計画税（土地・家屋） [20]軽自動車税（環境性能割） [21]軽自
動車税（種別割） [22]鉱産税 [23]水利地益税 [24]国民健康保険税

国税・地方税の電子申告には、

のご利用をお勧めします「組織社員用」
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※電子委任状を付けない場合

　 必要有無 書類の名称 書類要件

 1 ○ 利用申込書（申込画面に入力後印刷してください）

 2 ○ 印鑑登録証明書 発行日から3か月以内

 3 ○ 住民票の写し 発行日から3か月以内

 4 △ 戸籍全部事項証明書または戸籍個人事項証明書（戸籍謄本、戸籍抄本でも可） ※加入者の氏名に旧姓を用いる場合 発行日から3か月以内

 5 ○ 料金の振込控えもしくは振込控えのコピー

 6 △ 代理受取人の印鑑登録証明書 ※証明書の受取に代理受取人を指定する場合 発行日から3か月以内

 7  ○ 所属組織の登記事項証明書または概要事項証明書 ※登記を必要としない法人については、当該法人を所管する官公庁から発行される公法人証明書等 発行日から3か月以内

 8 ○ 所属組織の印鑑証明書 ※登記を必要としない法人については、当該法人を所管する官公庁から発行される印鑑証明書等 発行日から3か月以内

 9 ○ 所属証明書（タイプB）兼委任内容証明書（申込画面に入力後印刷してください） 

10 △ 変更する氏名ローマ字を証明できる書類（パスポート、特別永住許可書、在留カードのコピー） 有効期間内のもの
  ※ヘボン式によらない氏名ローマ字を希望する場合

お気軽にお問い合わせください。

www.secomtrust.net


